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要       約 

瀬戸内海中・西部系群のマダイ資源量は1977年より20年間は安定していたが、1997年以

降増加傾向があり、2002年には14,434トンと推定された。過去26年間のコホート解析では、

資源水準は高位であるが、より長期のデータがある漁獲量の推移からみて資源水準は中位

で、過去5年の資源動向は増加と判断した。 

管理方策として、種苗放流数を過去5年間（1997～2001年）の平均値、種苗放流したもの

が漁業に加入する割合（0歳魚の添加効率）を0.65と仮定した条件下において資源水準が中

位で、増加傾向であることからABC算定の資源管理基準と漁獲制御ルール（平成15年度）の

1-3)-(2)を適用してFlimit = 現状のF×1.0のときの漁獲量をABClimit、Ftarget = 
Flimit×0.8のときの漁獲量をABCtargetとした。 

 

 2004年ABC 資源管理基準 F値 漁獲割合 

ABClimit 25百トン Fcurrent 0.37 20% 

ABCtarget 20百トン 0.8 Fcurrent 0.30 16% 
        Ｆ値については完全加入年齢1歳における値 

 

    年 資源量（百トン） 漁獲量（百トン） Ｆ値   漁獲割合 

２００１ 121 26 0.21 21.7％ 

２００２ 144 27 0.37 18.5％ 

２００３ 151 － － － 

 

 （水準・動向）      

  水準：中位    動向：増加 

   

１．まえがき  

瀬戸内海中・西部海域は日本におけるマダイの種苗放流事業発祥の海域であり、栽

培漁業の調査、研究がさかんで栽培漁業に関する関心が高い。 

瀬戸内海のマダイ種苗放流量は1989年以降、3,609～4,619千尾にのぼり、この間平

均4,128千尾でほぼ安定している。中・西部における放流量は1989年以降、2,549～3,

160千尾にのぼる（図１；水産庁・（社）日本栽培漁業協会：栽培漁業種苗生産、入

手・放流実績より）。 

1997年１月から12月までの遊漁調査では120トンのマダイ採捕が報告されており、

これは同年の瀬戸内海マダイ漁獲量3,900トンの3％に当たる。この内、中・西部（広

島，山口，福岡，大分，愛媛）の採捕量は48トンで，漁獲量2.8千トンの1.7％を占め

る（農林水産省統計情報部 1998）。 

瀬戸内海漁業取締規則は毎年7月1日から9月30日までの3カ月間，体長12cm以下のマ

ダイの採捕を禁じている。 



２．生態  

 （１）分布・回遊（図２、３） 

瀬戸内海中・西部系群のマダイは、体長10cm前後の幼魚期までは産卵場に近い育成場で

生息する。その後成長に伴って次第に生息範囲を拡大し、燧灘、備後芸予瀬戸、安芸灘、

伊予灘、周防灘の全域及び豊後水道にも分布が広がる。産卵期は春季で、内海中央部の燧

灘，備後芸予瀬戸，及び安芸灘では5月中旬～6月中旬。伊予灘では3月～4月上旬。親魚が

主要な産卵場に回遊して多回産卵を行う（広島県 1983）。 

（２）年齢・成長（図４） 

1年で10.7～13.1cm、2年で17.0～20cm、3年で22.5～24.1cm、4年で26.2～27.5に成長す

る（高場 1997）。寿命は15～20年である。 

（３）成熟・産卵生態（図５） 

3歳で約半数が産卵に加わり、4歳以上で完全に成熟する。 

（４）被捕食関係 

甲殻類のほか多毛類、尾虫類、魚類を主な餌とする（高場 1992）。稚幼魚期には魚食性

魚に捕食される。 

 

３．漁業の状況 

（１）主要漁業の概要  

瀬戸内海中・西部海域におけるマダイは主に小型底曳網、吾智網、釣りによって漁

獲されている。瀬戸内海東部と比較して吾智網漁業の比率が高い。 

2002年においては小型底曳網での漁獲が全体の37％を占め、吾智網（29％）、釣り（15％）

刺網（11％）、小型定置網（7％）と続く。 

 （２）漁獲量の推移（図６） 

瀬戸内海中・西部系群のマダイ漁獲量は1953年の4,552トンから減少傾向が続き、1970年

には過去最低の1,715トンまで低下した。その後1984年までに3,351トンに回復したが、2002

年には2,677トンとなった(附表１）。 

 

４．資源状態 

（１）資源評価方法 

資源量推定はコホート解析（Popeの近似式を用いた）でおこなった。プラスグループ（6

歳以上）の資源尾数推定は平松(1999)の方法を用いた。5歳魚と6歳以上魚の漁獲死亡係数

は同じ年では等しいと仮定した。各年の6歳以上魚のF （F6+）は1977～1998年級群につい

て年齢と漁獲尾数の対数値の回帰係数から全減少係数を推定し、1977～1998年の平均全減

少係数（0.36）を求め、これから自然死亡係数（0.17）を差し引いた値0.19を各年の6歳以

上魚のFとした（詳細は補足資料１参照）。 

（２）CPUE・資源量指数 

①主要漁業種のCPUE（図７、附表１） 

小型底曳網のCPUE（kg／出漁日数）の変遷（1968～2001年）を図７に示す。CPUEは1970

年に0.27（kg／出漁日数）であったが、1975年には0.95（kg／出漁日数）と急増し、その

後、1996年には3.03（kg／出漁日数）となったが、それ以降はやや減少気味である。 

（３）漁獲物の年齢（体長）組成の推移（図８） 

2000～2001年に愛媛県が大浜、小部、下灘、上灘で調査した精密測定データ（尾叉長―

年齢データ）をもとに、尾叉長別の年齢組成割合を作成した（附表２）。2001年、2002年の

漁法別漁獲尾数割合は附表３に示した。上記で作成した漁法別年齢別漁獲尾数割合および

漁法別漁獲量をもとに1977～2002年の年別年齢別漁獲尾数を算出した。 

年齢別漁獲尾数および年齢別漁獲重量の推移を図８に示す。未成魚の0、1歳魚が漁獲物

の70％以上を占めている（附表４）。 



（４）資源量の推移（図９） 

瀬戸内海中・西部系群のマダイ資源量は1977年より20年間は安定していたが、1997年以

降増加傾向があり、2002年には14,434トンと推定された（図９）。 

2002年の瀬戸内海中・西部系群マダイの資源尾数は4,129万尾と推定された。年齢別の資

源尾数割合は、0歳：27.6％、1歳：34.5％、2歳：20.1％、3歳：8.0％、4歳：4.0％、5歳：

3.2％、6歳以上:2.6％となっており、0～2歳の未成熟個体で全体の82.2％を占めている（附

表５）。 

 0歳魚の資源尾数を加入量の指標とした場合、1977～1984年まで加入量は増加傾向があっ

たが、1986～1996年は1,509～1,708万尾で安定していた。1997～1998年以降はやや減少傾

向が見られたが、2000、2001年には2,297万尾、2,420万尾と増加した。2002年は1,142万尾

に減少した。産卵親魚量（3歳魚の資源重量×0.5+4歳魚以上の資源重量）は1979年より急

増しており1984年は4,871トンに達している。1999年以降は増加傾向があり2002年は6,719

トンと推定された（図10）。RPS（加入量／産卵親魚量）は2000年、2001年とやや高かった

が、2002年は減少した（附表５、図11）。 

マダイ瀬戸内海中・西部系群については毎年約242万尾の種苗放流が行われており、ここ

では放流種苗の資源添加を考慮して再生産関係の検討を行った。産卵親魚量（SSB）と0歳

魚の資源尾数との関係を図12に示した。ここで0歳魚資源尾数には天然海域での再生産によ

る個体に加え、資源添加した放流個体が含まれている。 

1983～1987年の広島、愛媛県の調査（昭和６２年度回遊性魚類共同放流実験調査事業瀬

戸内海西部海域総合報告書）からとりまとめた0歳魚の混獲率は2.4～19.0％であった（1983

年は6.7％、1984年は2.4％、1985年は16.8％、1986年は14.2％、1987年は19.0％）。 

0歳時の添加効率＝（0歳魚の混獲率）／種苗放流尾数×新規加入量 

より各年の0歳時の添加効率を計算した。1983年以前は0歳時の添加効率を0.32、1984年は

0.16、1985年は1.00、1986年は0.73、1987年以降は0.65として、親魚資源量と再生産加入

量との関係を検討したところ明確な再生産関係は見られなかった（図12）。なお、自然死亡

係数Mを大きい値に仮定すると資源量、加入量、親魚資源量の推定値は大きくなる傾向があ

る（図13）。 

（５）資源水準・動向の判断 

過去26年間のコホート解析では、資源水準は高位であるが、より長期のデータがある漁

獲量の推移からみて資源水準は中位で、過去5年の資源動向は増加と判断した。 

 

５．資源の変動要因 

 （１）資源と漁獲の関係 

附表５、図14にF値の年齢別の経年変化を示す。0～4歳魚のF値は近年減少傾向が見られ

た。Precautionary approach plotを図15に示す。3、4歳魚のF値の減少に伴い産卵親魚量

は増加傾向があった。 

附表６の設定に基づいて計算した％SPR、YPRと1歳魚の漁獲死亡係数の関係を図16に示し

た。過去3年（1999～2001年）の1歳魚の漁獲死亡係数（Fcurrent）は0.37であり、30％SPR
の推奨値と比較すると漁獲圧が高い状態である。また、加入量当たり漁獲量で見ると漁獲

死亡係数が高く成長乱獲の状態である。しかし、資源量水準が増加傾向を保っていること

から判断して、漁獲が資源に壊滅的な悪影響を及ぼしているとは判断できない。 

（２）資源と海洋環境の関係 

海況と RPS の変動について確たる仮説は未だにないが、産卵期直後の6月における中・西

部海域の平均0m層水温と RPS について関係（図11）を見ると、高水温時に RPS が低い傾向

があった。なお、高場（1997）によると高温傾向の年には0歳魚の成長が良い。 

（３）種苗放流効果 

0歳時の添加効率は1983年は0.36、1984年は0.18、1985年は1.00、1986年は0.83、1987年

は0.74と計算された。ただし、1982年以前および1988年以降のデータは未整理である（図





はFmedでの漁獲量（3,019トン）を16%下回る。しかし再生産関係が不明確であるので親魚

量の増加がより期待できるFlimitでの管理の方が安全であろう。 

（５）ABClimitの検証 

代表的な管理基準のMによる感度解析結果を附表７に示した。ABClimitの感度解析結果を

図18に示す。Mの±30％の変動に対し管理基準の変動は16％以内に収まっていた。Mの±30％

の変動に対しABClimitの変動は1％以内に収まっていた。Mに対するそれぞれの値の感度は

やや高いが、ABClimit算出に対する影響は少ない。 

（６）過去の管理目標・基準値、ABC（当初・再評価）のレビュー 
評価対象年 （当初・再評価） 管理基準 資源量 ABClimit target 漁獲量 管理目標 

2002年 （当初） Frec(0.63) 4858 1835 1537  長期的に資源を安定さ

せる管理目標 

2002年 （2002年再評価） Fmsy(0.29） 12657 2106 1760 2677 最大持続漁獲量の実現

2002年 （2003年再評価） Fcurrent(0.37) 14434 2677 2207  現状維持 

2003年 （当初） Fmsy(0.29) 11910 1972 1607  最大持続漁獲量の実現

2003年 （再評価） Fcurrent(0.37) 15144 2546 2087  現状維持 

資源量、ABCの単位：トン 

F値および管理基準は1歳魚の値で代表 

・2002年（当初）と2002年（再評価）では年齢別漁獲尾数推定のパラメータが異なる。2002

年（当初）では瀬戸内海東部で使用したパラメータを用いている。 

・2002年の新規加入量が前年と比較して極端に低く推定されている。2003年以降のデータ

がそろった段階で値が変わる可能性がある。 

 

７．ABC以外の管理方策への提言 

若齢魚規制について検討した。例として、0歳魚を全面禁漁とした場合にFcurrent=0.37の
規制を実施した時の予測漁獲量、予測産卵親魚量は以下のようになる。 

  漁獲量（トン） 産卵親魚量（SSB、トン） 

F 基準値 2004 2005 2006 2007 2008 2004 2005 2006 2007 2008

0.37  2475  2579  2706 3068 3387 9067 9839 10333  11367  13026 

Fcurrent(0歳規制)     

F値および管理基準は1歳魚の値で代表 

・漁獲量の増加、産卵親魚の回復は0歳規制しないFcurrentよりも迅速であるが、漁業形態

の改変を伴う管理施策の提言を現時点では提示する段階ではない。 
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補足資料１ 

（１）漁法別漁獲尾数割合 

2001年まで 

小型底曳網については小部、上灘の各水揚げ地の2001年月別水揚げ量で重み付けした尾

叉長組成を尾叉長別年齢組成割合を用いて年齢組成に変換した。吾智網については小部の

2001年月別水揚げ量で重み付けした尾叉長組成を尾叉長別年齢組成割合を用いて年齢組成

に変換した。釣りについては大浜の2001年月別水揚げ量で重み付けした尾叉長組成を尾叉

長別年齢組成割合を用いて年齢組成に変換した。小底、吾智網、釣り以外の漁法の年齢組

成については瀬戸内海栽培漁業協会（1973）から引用した。 

2002年 

小型底曳網については小部、上灘、伊予の各水揚げ地の2002年月別水揚げ量で重み付け

した尾叉長組成を尾叉長別年齢組成割合を用いて年齢組成に変換した。吾智網については

下灘、小部の2002年月別水揚げ量で重み付けした尾叉長組成を尾叉長別年齢組成割合を用

いて年齢組成に変換した。釣りについては大浜の2002年月別水揚げ量で重み付けした尾叉

長組成を尾叉長別年齢組成割合を用いて年齢組成に変換した。小底、吾智網、釣り以外の

漁法の年齢組成については瀬戸内海栽培漁業協会（1973）から引用した。 

（２）資源量等推定方法 

近年の漁獲動向及び漁法別年齢別漁獲尾数データをもとにして瀬戸内海中・西部系群マ

ダイの年齢別漁獲尾数をもとめ、平松(1999)のコホートにより年齢別資源尾数、資源重量、

漁獲係数を算定した。 

      計算に使用した漁獲物の年齢別平均体重 

  年齢 0歳 1歳 2歳 3歳 4歳 5歳 6歳以上

体重（ｇ） 35 223 378 607  828 1133 2692

  資源量計算に際し、自然死亡係数（M）は島本（1999）より年齢別にM＝0.39（0歳魚）、

0.24（1歳魚）、0.17（2歳以降）とした。6歳魚以上をプラスグループとしてあつかってお

り、5歳魚と6歳魚以上の漁獲死亡係数は同じ年では等しいと仮定した。コホート計算の基

本式は以下に示したPopeの近似式を用いた 
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ここで、 yaN , は y 年における a 歳魚の資源尾数、 yaC , は y 年における a 歳魚の漁獲尾数で

ある。 

最近年(2002年)、6歳以上魚（プラスグループ）、5歳魚の資源尾数は以下の式で計算した。
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漁獲死亡係数 F の計算は、ターミナル tF 以外は以下の式による。 
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0～5歳魚のターミナルFは各年齢の過去3年間のFの平均とした。6歳以上魚のターミナルF



は5歳魚のターミナルFと等しくなるようエクセルのソルバーを使用して探索的に求めた。

しかし、5歳および6歳以上魚の F は非常に高い値となり非現実的であった。そのため、各

年の6歳以上魚のF （F6+）は、1977～1998年級群について年齢と漁獲尾数の対数値の回帰

係数から全減少係数を推定し、1977～1998年の平均全減少係数（0.36）を求め、これから

自然死亡係数（0.17）を差し引いた値0.19を各年の6歳以上魚のFとした。 

 

（２）SPR、YPR計算 

SPR、YPRは次式を用いた。 
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以下にSPR、YPR計算のための仮定を示す（附表３）。 

・年齢（ a ）別体重( aW )は広島県（1983）の関係式より 

( ){ }[ ] 003417.05.0165.0exp14231 ++×−−×= aWa     を用いた。 

・漁業への加入年齢(ar)は0歳。 

・産卵寄与率( aSR )は成熟に関する情報をもとに2歳以下は0、3歳は0.5、4歳以上が1と仮

定する。 

・ )aFaの漁獲死亡係数（ある年齢 と１歳魚の漁獲死亡係数（ F 1）の比（年齢別漁獲選

択性: 1/ FFs aa = ）が1999～2001年で同じと仮定する。 

・ )(1 1F歳魚の漁獲死亡係数 により資源を管理する。各年齢毎の漁獲死亡係数

aaa sFFF ×= 1）は（ で計算する。 

（３）漁獲量（ABC含む）予測の方法 

2002年以降、現状のF（1歳魚のFで代表）および年齢別漁獲選択性が1999～2001年の平均

値として一定と仮定する。2003年における1歳魚以上の資源尾数を2002年における資源尾数

と現状の漁獲死亡係数をもとに計算する。また2003年以降における0歳魚の資源尾数を当該

年の3歳魚以上の資源重量をもとに｛過去のRPSのメジアン値（=3,412尾／トン）｝×｛各年

SSB｝で計算する。ただし、0歳魚の資源尾数は過去最大の2,420万尾を上限値とする。また、

毎年約242万尾の種苗放流が行われ、0歳時の添加効率を0.74と仮定する。2004年初めの資

源量は2003年も2002年と同じ漁獲圧（Fcurrent）をかけたとして13,182トンと予測する（附

表８）。さらに2004年以降における予測資源尾数に対して Flimit、Ftargetの漁獲圧をかけ

るとしてABClimit、ABCtargetを計算する。 
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